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Ⅰ．中国地域の現状と課題

１．全国に先行する人口減少・高齢化

・ 中国地域の人口は、全国よりも１０年早く１９９５年の７７７万人をピークに減少に転じ、２００５
年には７６８万人となり、このペースが続く場合、２０２０年には、約７１０万人となることが予測
される。

・ このような人口減少に伴い、生産年齢人口の減少も見込まれることから、地域経済活動への
響 念影響も懸念されている。
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＜出所：総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」
（2007年5月推計）＞
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２．拡大する東アジアとの経済交流２．拡大する東アジアとの経済交流

・ 中国を中心としたアジア経済の成長を契機として、多角的な国際経済交流が拡大している。
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＜出所：ＩＭＦ，Ｗｏｒｌｄ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｏｕｔｌｏｏｋ Ｄａｔａｂａｃｅ，Ｏｃｔｏｂｅ 2009＞



・ 中国地域の輸出額は、２００９年に大幅減少。
・ 地域別シェアでは、中国向けが２０％を占める。
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＜出所：神戸税関「貿易統計」＞



・ 観光交流人口については、中国地域内から発着する国際航空便が少なく他地域経由での観光交流人口については、中国地域内から発着する国際航空便が少なく他地域経由での
渡航となっているとともに、中国地域に滞在する外国人観光客も、全国の２％弱程度に止
まっている。また、アジアから中国地域への訪問先割合も全国の１％と低く、今後、拡大が
求められる。
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＜出所：観光庁「宿泊旅行統計調査（2008年1～12月）」＞
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＜出所：日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 「訪日外客訪問地調査」（2007-2008）＞
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※訪日外国人に対するサンプル調査。訪問先を県別複数回答。
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北米：米国、カナダ
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３．地域内産業集積の特徴３．地域内産業集積の特徴

・ ものづくり産業等の産業集積が相対的に低い山陰は、山陽と比べ、人口集積の程度や
所得等に差がある。
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＜出所： 総面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」、人口：総務省「国勢調査（人口推計）」、域内総生産：内閣府
「県民経済計算年報」、工業出荷額：経済産業省「工業統計調査」、小売販売額：経済産業省「商業統計調査」 ＞
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・ 山陰においては「高速道路ネットワーク等の高速交通基盤の整備」が遅れていることから、
産業はもとより住民生活の上でも、利便性の格差が生じている。

＜出所：中国地方整備局（２０１０年１月現在）＞
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４．産業間格差の問題４．産業間格差の問題

・ 中国地域は、化学や鉄鋼等の基礎素材型産業や輸送機械等の加工組立型産業の集積など
ものづくり産業に強みをもっている。

中国地域及び各県別 産業類型別工業出荷
額の構成比

全国 37.4 47.1 15.5

中国地域及び各県別 産業類型別工業出荷額の構成比

島根
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山口 67.9 26.6 5.5

基礎素材型（鉄鋼、窯業・土石、化学、石油・石炭、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙、ｺﾞﾑ製品、木製品等）

加工組立型（一般機械、輸送機械、電子・デバイス、情報通信、電気機械、精密機械）

生活関連型（繊維 食料品 たばこ 皮革製品 家具 その他）
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＜出所：経済産業省「工業統計調査」2008年速報（１０人以上の事業所の集計）＞

生活関連型（繊維、食料品・たばこ、皮革製品、家具、その他）



・ 域際収支でみると鉱工業が ２ ． ８ 兆円の黒字なのに対し、商業、サービス業で２ ． ６兆円
の赤字となっており、域内での商業、サービス産業の強化が課題となっている。
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５．低炭素社会への対応５．低炭素社会への対応

・ 中国地域では、鉄鋼、化学等のエネルギーを多く消費する基礎素材型産業が集積している
こと等により、エネルギー消費量の全国比は人口比レベルよりも高く、ＣＯ２排出量も約２割
に達しており、ＣＯ２削減に向けた対応が必要である。

人口
中国地
域
６％

中国地域

11%

エネルギー消費量

中国地域

19%

製造業エネルギー

消費量

中国地域

20%

温室効果ガス

排出量

10

＜出所：人口は国勢調査（2005）、エネルギー消費量は都道府県別エネルギー消費統計（2009）。
※なお、エネルギー消費量には、産業、民生及びマイカー（家計乗用車）が含まれる。＞



Ⅱ．中国地域のポテンシャル

１．ものづくり産業の強み

・ 中国地域の製造品出荷額をみると、鉄鋼、化学等の基礎素材型製造業や、輸送機械等の
加工組立型製造業の全国シェアは、人口シェア６％と比較して高く、ものづくり産業に強い
特徴をあらわしている。

中国地域の業種別製造品出荷額等の推移（上位５業種）
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出所：経済産業省「工業統計表」
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・ 中国地域には、「オンリーワン企業」や「ナンバーワン企業」が多数立地するとともに、ものづ
くり産業が臨海部を中心に集積し、移出を通じた地域外からの所得獲得力は三大都市圏を
除く地方圏の中では抜きん出た強さを持っており、自立的な経済圏を形成する高いポテン
シャルを有している。

中村ブレイス（株）（島根県）

・過疎化が進む故郷の町で１０坪の納屋を改造して
起業。

・アート的な要素を取り入れたシリコーンゴム製人工
補正具作りで、国内外の顧客から高い評価。

・セラミックの電子部品への応用技術から赤外線セ
ンサを開発。

・世界各地で防犯センサーなどに利用され、世界
シェア６０％を獲得。
研究開発力による製品の良さとともに価格の安さ

日本セラミック(株)（鳥取県）

人工乳房 シリコーンゴム製人工補正具

・研究開発力による製品の良さとともに価格の安さ
が強み。

各種赤外線センサと光学アクセサリー

・もとは紡績会社であったが、経済環境の変化に
対応し、昭和５０年代初めにラジコンヘリコプター
（世界シェア４０％）などに転換。

・社長の松坂氏は産業観光ツアーの企画や、地元
経済界有志らと共に出資し老舗旅館（㈱恋しき）
の再生に取組み 地域の活性化に貢献

ヒロボー(株)（広島県）

各種赤 線 光学 リ

ナカシマプロペラ（株）（岡山県）

・これまで、船毎に異なる直径１８ｃｍから約１０ｍま
で様々なプロペラを約１００万個製造。

・国内シェア７０％、世界シェア３０％。
・技術ポテンシャルを活かして、人工関節、手術支援

ロボット、光造形装置など新事業展開にも意欲的。

の再生に取組み、地域の活性化に貢献。

大型船用のプロペラ１００分の１ｍｍの誤差を見つける職人技

(株)山下工業所（山口県）

（室内・屋外用）ＳＲＢ Quark遠隔操縦型空撮無人ヘリコプター

( )

・ハンマー1本で順次叩いていって新幹線の「顔」など
の局面を作り出す「打ち出し板金技術」を有する。

・同技術によって新幹線などの車両先頭形状の一貫
生産を可能としている全国唯一の企業。

・新幹線では、３３０車両を超える製造実績。

打ち出し板金の「現代の名工」 台湾新幹線向け先頭構体
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２．東アジア等との交流の歴史と地理的優位性

・ 中国地域は、古来より「中つ國」と呼ばれ、文化、経済その他各種分野において、中国大陸
や朝鮮半島と京都・大阪を結ぶ回廊として重要な役割を担い、東アジアと深い関わりを有し
てきた。

・ 近年の東アジア等の著しい経済成長や所得増大により､地理的優位性を活かした経済交流・
人的交流の更なる拡大が求められる。

御馳走一番館（朝鮮通信使資料館）（呉市下蒲刈町）

江戸時代、朝鮮通信使の来日に際し、下蒲刈島が藩の接
待所・玄関口として大歓迎した記録が多く残されている。な
かでも「安芸蒲刈御馳走一番」といわれたほどの歓待ぶり
で、往時の記録をもとに当時の豪華な料理を忠実に復元し
た展示は圧巻。

遺明船の停泊港

室町時代、遣明船による日明貿易が行われ、瀬戸内の航路と
して、門司、上関､尾道、鞆､因島､牛窓などの港に停泊した。

朝鮮通信使遺跡 本蓮寺
（瀬戸内市牛窓町）

待 潮待 港 栄風待ち潮待ちの港として栄え
た牛窓港を見下ろす位置に
あり、江戸時代には朝鮮と幕
府を結ぶ友好の使いである
朝鮮通信使の宿館場所とし
て使用され、その時に朝鮮
通信使が残していった物が
数多く残っている。

出所：富山県
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３．豊富で多様な地域資源

・ 中国地域は、古くから海上交通・陸上交通の要衝としての役割を担うとともに、その優位性を
活かして和紙、そろばん、畳、筆、ヤスリ等の伝統工芸、地場産業が発展してきた。

・ 北に日本海と南に瀬戸内海、その中央を中国山地が貫くという地理条件から、豊富な農林水
産資源に恵まれ、また、古代出雲文化・吉備文化、中世の大内文化、たたら製鉄、神楽文化
等、特徴のある歴史･文化を抱え、原爆ドーム、厳島神社、石見銀山遺跡の３つの世界遺産
や瀬戸内の多島美など、多様な文化遺産、観光資源も多く有している。

因州和紙
弓浜絣

出雲文化

宍道湖しじみ
出雲石燈ろう

石州和紙
勝山細工

石見焼
吉備文化

石見銀山

たたら製鉄

石州瓦

二十世紀梨

雲州そろばん

出雲石燈ろう

赤間硯

川尻筆

広島仏壇

大内塗

熊野筆

備前焼

宮島細工

萩焼

福山琴
大内文化

村上水軍
厳島神社 仁方ヤスリ

広島針
畳 繊維

：世界遺産

：歴史文化圏

府中家具

西条の酒

広島カキ

岡山白桃・マスカット

原爆ドーム

：伝統的工芸品

：地場産品

：歴史文化圏

：神楽文化下関フグ
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４．都市と豊かな自然環境の共存

・ 中国地域は､森林･里山･河川・海岸等の豊かな自然と近接した都市が分散的に存在しており､

都市部からの余暇等での訪問や自然エネルギーを活用した温暖化ガス削減の取組等、都市
と中山間地域等との多様な交流・連携を進めやすい地域構造を形成している。

政令指定都市

出所：中国地方新生ビジョン－地域イノベーション構想－（中国経済連合会／2006年10月）
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Ⅲ．中国地域が目指す２０２０年の将来像

成長を支える アジア・成長

◇４つの成長分野で活性化を目指します◇◇４つの成長分野で活性化を目指します◇

ものづくり
次世代型ものづくり拠点
の形成をめざします！

成
市場開拓

アジア等の活力を地域
に呼び込みます！

自動車関連産業による次世代分野への事

業展開や半導体製造装置メーカーの太陽
西日本唯一の韓国・ロシアへの定期貨

客船が就航。地域全体でビジネス・観光装

電池分野への新規展開など、地域を支える

中小企業の新たな挑戦を各分野で側面支

援し、中国地域経済の屋台骨である「製造

業」の持続的発展を実現。

客船が就航。地域全体でビジネス 観光

両面での交流を活発化させるべく、３つ

の世界遺産、豊富な自然・歴史・産業遺

産、農林水産物等の地域資源をフル活

用し､海外･域外からの収入を増大｡

低炭素社会形成
ＣＯ2削減のトップランナ

地域の再生
個性ある自立したＣＯ2削減のトップランナー

地域をめざします！

個性ある自立した
地域づくりを加速化します！

日本海側の風力、瀬戸内海側の太陽光、

中山間地域のバイオマスなど地域特性を活

かした新エネルギーの導入推進や、瀬戸内

海の海上輸送を活用した広域リサイクル

（瀬戸内静脈物流）などを推進し、低炭素型

地域産業の担い手の発掘・育成とネット

ワーク形成の強化や農商工連携等の促進、

商店街と地域が一体となったコミュニティづ

くり、サービス産業の強化による新市場創

出等多様な主体による自立型地域を形成
戸 物流 推 、 炭

社会の形成に貢献。
出等多様な主体による自立型地域を形成。
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中国地域 ２０２０年の将来像を
実現するための１７のプロジェクト

中国地域 ２０２０年の将来像を
実現するための１７のプロジェクト

１．成長を支える
ものづくり

２．アジア・成長
市場開拓

(1) 中国地域・先進環境対応車クラスター
プロジェクト

(2) 太陽電池関連産業クラスター
プロジェクト

(3) “ｵﾝﾘｰﾜﾝ・ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ企業”元気拡大
プロジェクト

(1) 巡・食・学の魅力発信プロジェクト

(2) ニッポンのいいモノ海外販売大作戦
プロジェクト

(3) 健康・長寿を応援する地域づくり
プロジェクト

(4) Ｒｕｂｙ拠点化プロジェクト

(5) 新結合による産学官連携推進
プロジェクト

(6) 次世代ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ形成プロジェクト

プロジェクト

(1) 低炭素型エネルギー拡大プロジェクト (1) 元気な地域は“元気な人”が支える
プ ジ クト

３．低炭素社会形成 ４．地域の再生

(2) バイオマス・水素 最大限利活用
プロジェクト

(3) 瀬戸内海 大静脈化プロジェクト

(4) 海の再生 ビジネス創出

プロジェクト

(2) 地域産業の創出による自立型地域
の形成プロジェクト

(3) 地域活き活き！まちづくりプロジェクト

( ) サ ビ 産業の強化による新市場(4) 海の再生ニュービジネス創出
プロジェクト

(4) サービス産業の強化による新市場
創出プロジェクト
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中国地域が目指す２０２０年の姿
（数値目標）

中国地域が目指す２０２０年の姿
（数値目標）

◇ 先進環境対応車関連産業における ◇グロ カルプロジ クトチ ム等により

１．成長を支える
ものづくり

２．アジア・成長
市場開拓

◇ 先進環境対応車関連産業における
「新商品の製造・市場投入件数」

５，０００件（累計）

◇太陽電池関連産業への「進出企業数」

65社 →２００社（３倍）

◇グローカルプロジェクトチーム等により
支援した商品の「海外成約・販売金額」

0.7億円/年 → １０億円／年
※ １

◇ 産学官連携による「開発製品の売上額」

20億円/年→１，５００億円/年

◇ 中国地域への外国人宿泊者数

37.6万人 → 大幅増 ※ 2

（2008年）

◇ 発電電力量に占めるゼロエミッション
電源比率

15％程度 → 約５０％

◇地域の担い手人材の発掘・育成

３００人

３．低炭素社会形成 ４．地域の再生

※ 3

15％程度 → 約５０％

◇高度バイオマス利活用システム構築が
なされる地域

３カ所

◇水ビジネスでの「海外展開プロジェクト」

◇地域資源活用や農商工連携の
認定事業者による「新商品の売上金額」

23.7億円/年 →１５０億円／年

◇中国地域の商業・サービス業における

域際収支の黒字化へ

（2008年度）

５プロジェクト 域際収支の黒字化へ

（数値目標は、2020年度末時点の状況を目標として設定。なお、矢印の左側は、2009年度末時点の状況。）
※  １ ： 2010～2020年度の11年間の累計件数を目標として設定。
※ ２ ： 「中国地域発展推進会議」の数値目標を踏まえて策定。
※ ３ ： 太陽光、風力、水力（揚水を除く）などの再生可能エネルギーや原子力等を含む電源。
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１．（１） 中国地域・先進環境対応車クラスタープロジェクト

◆取組の背景
自動車産業、電気電子機器産業は中国地域の最大の産業

部門 ・先端的な技術領域での水準を高め 経営基盤

◆将来像

今後自動車は、利用者のライフスタイル変化、安全や環境意
識の高まりにより劇的に進化。中国地域サプライヤーがこの
変化に対応し、先端的な技術領域での水準を高め、経営基盤
を強化し、世界でも有数の強靱な競争力を擁する産業集積を
形成

部門
当地域には、自動車部品の開発・生産の蓄積とともに、

高水準の研究開発力を有する多数のサプライヤーが存在
これらサプライヤーは、研究開発機能、量産機能を併せ

持ち、マツダ宇品工場、防府工場、三菱自動車工業水島
製作所を中心として集積を形成

高い生産性を堅持するとともに完成車ﾒｰｶｰとﾓｼﾞｭｰﾙ部品
を共同で開発する等、イノベーションの土壌を形成

他方、カーエレクトロニクス技術の集積は途上

先端的な技術領域での水準を高め、経営基盤
を強化し、世界でも有数の強靱な競争力を擁
する産業集積を形成

◆これまでの取組
中国地域自動車産業の競争力強化のために企業間及び産

学官のネットワークを形成（各県域での研究会等）
研究開発支援（競争的資金）、販路開拓支援（技術展示

商談会等）、人材育成支援（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀによる設計開発ｼｭﾐ
ﾚｰｼｮﾝ技術等）

試験研究施設整備（ＥＭＣ（電磁環境両立性）等）、産
学官連携拠点の整備
（近畿大学自動車研究ｾﾝﾀｰ 広島大学医工連携拠点

【技術開発の促進】関連分野の融合、産学官連携、
評価機器整備

【人材育成】 カーエレクトロニクス人材、技術経営
【経営基盤強化】 販路拡大

（国内及び新興国での販路拡大支援等）
【誘 致】 企業、研究者
【域内・域外との連携】

・ＥＶ及び急速充電器等EVインフラの開発・普及。
水素自動車の開発・普及及び水素ステーション（近畿大学自動車研究ｾﾝﾀｰ、広島大学医工連携拠点

（霞ｷｬﾝﾊﾟｽ）等）

◆今後の課題
カーエレクトロニクスの技術集積

自動車は、電動化技術分野が大きく前進。事業環境の変
化に対応するカーエレクトロニクス分野の技術力強化が
喫緊の課題

サプライヤーの製品開発力及び事業展開力
今後とも自動車産業分野は、中国地域の付加価値創出

地域の自動車関連産業による電気自動車や水素自動車等の技
術開発を促進するとともにｲﾝﾌﾗ整備を含めた実証試験等を活
用し、次世代自動車を開発・普及

水素自動車の開発 普及及び水素ステ ション
の設置が加速化

ニーズの高度化 関連分野の融合 次世代の自動車の産業集積

将来の自動車産業の方向性と中国地域の将来像

今後とも自動車産業分野は、中国地域の付加価値創出
の泉源として重要な産業分野。先進国の成熟市場と
新興国市場に対応する地域サプライヤーの製品開発力の
強化及び事業展開支援が必要

燃費向上

軽量化

低コスト化

モジ ル化

安全・情報化

１．安全・快適
２．環境負荷の低減
３．リーズナブルな価格

エレクトロニクス

ソフトウェア

人間工学

ﾛﾎﾞｯﾄ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

情報通信・ＩＴＳ

技術開発 人材育成

評価機器整備 エレクトロニクス化

技術経営大学・公設試
との連携

産学官連携拠点

自
治
体
と

有
識
者

電動化

モジュール化 ﾛﾎ ｯﾄ・ﾃｸﾉﾛｼ

素材

エネルギー

経営基盤強化

誘致
（企業・研究者）

販路拡大
（国内・海外）

域内・域外との連携

の
連
携

会
議
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2020年の
将来像

2010年度
2011～2013

年度
2014年
（4年後）

１．（１）中国地域・先進環境対応車クラスタープロジェクト（工程表）

（2010年の施策展開）

■自動車分野の有識者会議

■先進的な次世代の自動車技
の技術開発・事業化支援
（産学官ﾏｯﾁﾝｸﾞ等)

■施設機器整備支援

（2011以降の施策展開）

■自動車分野の有識者会議

■先進的技術開発、周辺分野
融合

■施設機器整備支援

「先端的な技術領域での
水準を高め、経営基盤を
強化し、世界でも有数の
強靱な競争力を擁する
産業集積を形成

（４年後の具体的な到達目標）

「電動化、ｶｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、軽量
化、低ｺｽﾄ化、環境対応、
医工連携等で先進的技術
開発」

■施設機器整備支援

■ｶｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ人材育成等

■戦略的技術経営人材強化
（ＭＯＴ）

■国内商談会

■海外 （中国、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞ）
事業展開支援

■施設機器整備支援

■ｶｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ人材の強化

■戦略的技術経営人材強化
（ＭＯＴ）

■国内商談会

■中国、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞとの交流
機会拡大

産業集積を形成」

「ｶｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ分野の人材
強化（ﾊｲﾚﾍﾞﾙ人材の輩出、
裾野拡大）」

「先進国及び新興国でのﾈｯﾄ
ﾜｰｸ形成及び事業展開
（拠点形成、販路拡大）」事業展開支援

（技術交流会・技術展示会、
関係機関（ＪＥＴＲＯ、ＩＩＳＴ）と
の連携等）

■自動車のｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ化・
情報化支援

■蓄電池系部材分野の集積
強化

機会拡大
■先進国ｸﾗｽﾀｰ（独、仏）との

交流促進（ﾒｰｶｰ、研究機関
等との交流、域内企業との
ﾏｯﾁﾝｸﾞ等）

■高度ITSの研究開発、実証
試験等

■蓄電池系部材分野の集積
強化

（拠点形成、販路拡大）」

「ｶｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ系部材の域内
調達拡大」

強化 強化

■組込ｼｽﾃﾑ系の集積強化

■大学のｵｰﾄﾓﾃｨﾌﾞｻｲｴﾝｽ系
分野の講座、教育プログラ
ム充実

■ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｻｲｴﾝｽ系分野
の連携大学院

●ＥＶ、水素自動車のＰＲ

●公共分野に加え産業分野も
含めＥＶ及び急速充電器 の
導入促進

●ＥＶ及び急速充電器導入助
成制度を拡充する自治体の
支援

●ＥＶ、水素自動車のＰＲ

●公共分野に加え産業分野も
含めＥＶ及び急速充電器 の
導入促進

●ＥＶ及び急速充電器導入助
成制度を拡充する自治体の
支援

「ＥＶ及び急速充電器等
EVインフラの開発・普及。

水素自動車の開発・普及
及び水素ステーションの
設置が加速化」

「ＥＶ及び急速充電器の導入
加速化」

支援

●水素エネルギー利用開発研
究会との連携による水素自
動車・水素供給設備等に係
る技術開発、実証事業の
支援

支援

●水素エネルギー利用開発研
究会との連携による水素自
動車・水素供給設備等に係
る技術開発、人材育成、実
証事業の支援

「水素自動車の一般ユーザー

普及開始及び商用水素ステー
ションの設置開始に向けた展
開」
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中国地域の産業構造

・車体部品、メカ部品サ

強み

中国地域は自動車産業、電
子機器産業が集積

プライヤーの集積が厚い
・研究開発力を持つ地場
サプライヤーの存在

製造品出荷額・：合計 ２７兆６，７１１億円

・カーエレクトロニクス
技術集積が途上

弱み

自動車関連；545事業所（全国シェア５．９％）、従業員64,559名（全国シェア７．２％）、
製造品出荷額 41,834億円（全国シェア７．３％）

中国地域の製造品出荷額費構成比；自動車関連産業15．１%、電子機器産業13．3%）
当地域には、自動車部品の開発・生産の蓄積とともに、研究開発力を保持するサプライヤーが多数存在。

（自動車生産開始；マツダ1931年、三菱自動車工業・水島1946年）

今後のエレクトロニクス化の進展による影響

その他その他

駆動・伝導及駆動・伝導及び

【海外調達】
20 ％

【地域内調達】
40 ％

今後、エレクトロニクス化の進む領域

HEVに代表される
今後エレクトロニクス

化が進む領域であり、

中国地域における自動車部品の供給領域と
今後のエレクトロニクス化の進展による影響

今後のエレクトロニクス化の進展による影響

主要部品調達主要部品調達主要部品調達

中国地域カーメーカー

主要部品調達割合

エンジン部品エンジン部品

ABS
エアバック

ABS
エアバック

ｴﾝｼﾞﾝ/ﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ
制御ECU 内装品

冷房装置空調装置

駆動 伝導及
び操縦装置

駆動 伝導及び
操縦装置

車体部品車体部品

NAVI/ITS

アクティブ
セーフティ
セーフティ

【地域外調達】
40 ％

カーラジオ
カーステレオ

電装品・電子部品
・計器類

カーラジオ内装部品

対応が遅れると

調達構造に相当の
変化が起こり、地域
外からの調達が増加
する場合、地域自動
車産業に大きな影響
が出る

エレクトロニクス化が進んでいる領域

カー・オーディオ

今後、HV（Hybrid Ｖehicle）や電気自動車（ＥＶ（Electric  Vehicle)に代表されるエレクトロニクス化が
進展する領域での対応が遅れると、調達構造に相当の変化が起こり、地域外からの調達が増加し、地域自動車
産業に大きな影響が生じることが懸念。
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当局で、各県域でのネットワーク構築に注力してきたほか、研究開発及び人材育成の拠点施設大学の組織体制、
機能充実のために関係する大学を支援。

中国地域における自動車分野のネットワーク組織形成

（自動車分野のネットワーク組織）（自動車分野のネットワ ク組織）

企業立地促進法のスキーム
を活用した広域連携事業を
実施（平成２２年度）

自動車分野での産学連携の拠点として、大学の自動車分野の研究センターが順次開設。
①近畿大学工学部「自動車技術研究センター」（平成２０年４月）
②広島工業大学「自動車研究センター」（平成２１年９月）
③広島大学「ひろしま医工連携・先進医療イノベーション拠点」（広島大学霞ｷｬﾝﾊﾟｽ（平成２２年度開設）

広島市立大学・組み込みソフトウエア人材育成事業開始。（平成２０年度～）
自動車分野の試験研究設備の拡充。

①「ベンチマーキングセンター」（広島県立総合技術研究所 西部工業技術センター内）
② 「バリューエンジニアリングセンター」（同上）②
③ＥＭＣセンター（広島テクノプラザ）

（産学官連携拠点及び試験研究設備）
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競争的資金による研究開発支援。（地域ｺﾝｿ、
地域ｲﾉﾍﾞ、ｻﾎﾟｲﾝ、ものづくり試作補助金等）

研究開発支援

具体的な共同研究開発を促進するためのコー
ディネーターによる技術融合マッチングを実施。

例：「自動車の軽量化・省エネを狙った
ガラス代替樹脂等の高機能樹脂の開発」
（平成２０年度地域イノベーション

創出研究開発事業）

高機能樹脂によるリフトゲートモジュールの開発

ビジネス・プロモート研究会

産業クラスター推進機関（(社)中国地域ニュー
ビジネス協議会）による技術融合マッチング

人材育成では、モデルベース開発（コンピューターによる設計開発シュミレーション手法）、組み込みシステム、
ＥＭＣ（電磁両立性）等の分野の人材育成事業を支援。

人材育成支援

（カーエレクトロニクス人材育成；地域企業立地促進等事業補助金）
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各県、支援機関等の連携によるトヨタ、日産、マツダ、スズキ
で展示商談会を開催、複数の商談成立を実現。
（商談成立数（平成２１年９月現在）：成約額約７億円
トヨタ１３社、日産４社、マツダ４社）

中国地域における自動車関連企業の展示商談会を開催

欧州でも展示商談会を実施し、高い競争力
を持った高機能樹脂を中心とした機能統合
モジュールをＰＲ。

社、 社、 社）
平成２２年２月開催のスズキからも４社に試作・見積依頼がな
されており、販路拡大に貢献。

平成２２年２月
スズキ本社

展示商談会の開催の事前準備として、
スズキ「ワゴンＲ」のベンチマーキング
（分解・解析）を実施

平成２１年９月
ドイツ・ハノーファー商工会議所

域内連携から海外展開まで、世界市場に向けて

2010年代の環境規制等に向けた対応に係る体制整備及び中国地域発の自動車技術・部品のグローバル展開
（事業化）を実現するために、中国地域内の強化から国内連携、海外市場へと、段階的に推進
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電気自動車導入拡大に向けた取り組み

＜EVタウン推進事業（鳥取県）＞
鳥取県は、レンタカー会社から、平日は電気自動車を

公用車として借り受ける事業を実施。休日は民間に貸出。
県東部 中部 西部に１台ずつ配置

＜広島EVタウン＞
広島県は、レンタカー会社に電気自動車の購入費を全

額補助するとともに、急速充電器を整備。電気自動車は、
レンタカーとして県民に貸し出すだけでなく、公用車と
しても利用し、行政と民間による「カーシェアリング」
を実施。

県東部、中部、西部に１台ずつ配置。

＜岡山県電気自動車普及促進協議会＞
岡山県では、電気自動車等の普及・導入に向けた取り

組みを推進するために、岡山県電気自動車普及促進協議
会を立ち上げ 関係機関や関係企業と情報共有を図り会を立ち上げ、関係機関や関係企業と情報共有を図り、
今後の取り組み方針を取りまとめた。（平成２１年１０月）

岡山県内では、平成２１年度に約７０台の電気自動車
が導入されているほか、急速充電器も１４台設置。

また、岡山県と一部の市町では、電気自動車の導入、
急速充電器の設置に対する上乗せ補助を実施。この他、
岡山県は、県庁の閉庁日に電気自動車を無料で貸し出す
サービスも開始。

赤澤屋Dr.Drive水島店（倉敷市） 両備タクシーカンパニーは、電気自動車を小型営業
車両として１台導入し運行を開始。タクシーとして
の利用は全国で３社目。

＜ガソリンスタンド等における充電サービス実証事業＞
経済産業省では、ガソリンスタンド等において充電

サービスをビジネス展開するために必要となる充電モデ
ル、認証・課金等のシステム基盤等に係る開発・実証事
業を実施。

中国地域では、岡山県倉敷市の新日本石油系ガソリン
スタンドに設置。

急速充電器
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瀬戸内海沿岸は高純度の水素を製造できる化学工場が適度に立地。一方、水素自動車の航続距離も着実に延伸。
このため、平成２１年7月末に大阪府堺市から福岡県北九州市まで水素ガソリン自動車と燃料電池自動車の走
行実証デモンストレーションを実施。

水素社会の実現に向けた取り組み

途中、倉敷市、広島市、下関市で展示会、試乗会、サイエンスショー等のPRイベントを併催。

マツダ水素ステーションにて
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◆取組の背景 ◆将来像
＜産業創出＞

中国地域には、備後地域を中心として、半導体・ＦＰＤ

１．（２） 太陽電池関連産業クラスタープロジェクト
～世界に向けた部素材・製造装置の供給基地へ～

・世界の太陽電池産業に向け、部素材・製造装置
の供給基地が形成

＜産業創出＞ 「世界の太陽電池の部素材・装置の供給基地！」
中国地域を、電子デバイス関連産業集積地（クラスター）とし

て確立し、太陽電池関連産業の中核地域の一つとして世界的な
認識を得られるレベルまで成長させる

具体的には太陽電池の国内生産拠点となっている近畿・九州、
今後、世界の生産拠点と目される中国、韓国、台湾等東アジア
地域への部素材・製造装置の供給拠点を目指す

このため、太陽電池フォーラムメンバーによる、共同研究、事
業化、人材育成を推進

加え 世界市場 成長に対応するため 国内はもとより主に

の製造に関する高い技術を有する企業が集積
平成１７年度から、「中国地域ＦＰＤ懇話会」により、

半導体・FPD関連企業間のヨコ連携、セットメーカーと
のタテ連携を促進

太陽電池分野は、半導体・ＦＰＤの製造技術を直接的に
活用することが可能（薄膜形成技術等）

＜システム普及促進＞
中国地域では、自治体が上乗せ補助等により積極的に太

陽光発電の導入を支援
特に瀬戸内側は日照時間が長く太陽光発電に適している

の供給基地が形成

◆これまでの取組
加えて、世界市場の成長に対応するため、国内はもとより主に

東アジア地域との交流を促進し、海外メーカーとの共同研究や
積極的な海外営業活動を支援

＜産業創出＞

産学官連携による太陽電池関連分野における研究開発､
事業化・市場開拓、人 材育成を推進するため、 平成
２１年９月に 「中国地域太陽電池フォーラム」を設立

＜システム普及促進＞

公共分野および産業分野への太陽光発電普及に向けた
取り組みを加速するため、平成２１年４月に「Sun2太

特に瀬戸内側は日照時間が長く太陽光発電に適している

韓国

FPD
技術

半導体
技術

太陽電池
技術

国内

太陽電池

＜システム普及促進＞

◆今後の課題

陽光ネットワーク」を設立
・中国地域の自治体における太陽光発電導入促進助成

制度実施率は52％（全国28％）
・公立学校への太陽光発電の導入見込みは2005年比

約９倍（2009年時点）

＜産業創出＞
ＦＰＤ懇話会の継続発展と新たな成長分野である太陽電

池分野への展開

中国

台湾
ちゅうごく地域

太陽電池
関連製品

・国内有数の太陽光発電普及地域へ
＜システム普及促進＞

「Sun２太陽光ネットワーク」を通じて集客・交流エリアへ
の積極的な導入を促進し、ショーケース化することにより、
中国地域における太陽光発電の普及を加速化
・京山スカイガーデン跡地【岡山駅から眺望可能な集光型太陽

光発電システム研究施設を整備予定】 (岡山市)
・びんごエコタウンモデル地区【環境学習拠点としても活用す

るメガソーラーを整備予定】（広島県福山市）
更なる導入拡大に向けて自治体等への働きかけを継続
植物工場への導入、コンビナートへの導入 等

池分野への展開
太陽電池フォーラムを中心とした産学官のネットワーク

形成・強化
研究開発、事業化、人材育成のプロジェクト創出
競争力強化のための他地域・企業（海外を含む）との連携
＜システム普及促進＞
企業等への国・自治体の助成制度や先進導入事例の周知強

化
太陽電池フォーラムとＳＵＮ２太陽光ネットワークとの連

携強化 植物工場 の導入、 ンビナ ト の導入 等

市街地からの京山

中国経済産業局
（事務局）

Ｓｕｎ 太陽光ネットワーク2

太陽光発電
導入支援機関

行政機関

太陽光発電の普及

金融機関

製造装置メーカー

中国地域太陽電池フォーラム

（１） 方向性の提示
（２） 情報の共有
（３） プロジェクトの創出

大学等研究機関 連携

太陽電池産業の創出

行政機関等

素材メーカー

セルメーカー

情報共有・情報発信
① 助成制度
② 先進事例

集光型太陽光発電システム
日米比較実証事業予定地（岡山市京山）

太陽電池関連分野における
イノベーションの創出！

研究開発 事業化 人材育成

（３） プロジェクトの創出

国内有数の太陽光
発電普及地域！

集客・交流
ｴﾘｱへの導入

工場・工業団
地への導入

② 先進事例
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2020年の
将来像

2010年度
2011～2013

年度
2014年
（4年後）

１．（２）太陽電池関連産業クラスタープロジェクト（工程表）

（2010年の施策展開）

■「中国地域太陽電池フォーラ
ム」の拡充

・研究開発支援事業
・人材育成支援事業
・事業化・市場化支援事業

■研究開発支援

（2011以降の施策展開）

■中国地域太陽電池フォー
ラムメンバー間のネット
ワーク構築

■結晶系太陽電池等の高性

「世界の太陽電池産業に
向け、部素材・製造装置
の供給基地が形成」

（４年後の具体的な到達目標）

「中国地域太陽電池フォーラ
ムメンバーが倍増」

「国際競争力のある部素材■研究開発支援
・コーディネート活動
・産学マッチング交流会開催

■結晶系太陽電池等の高性
能化に資する素材や装置
の生産、開発の推進

■有機薄膜系、ＣＩＧＳ系等
次世代型太陽電池の製造
プロセスに関する研究開
発の推進

■部素材と装置のすり合わ

「国際競争力のある部素材・
製造装置を開発」

「次世代型太陽電池に関する
ノウハウが蓄積」

■人材育成支援
・大学向け人材育成研修
・技術者養成研修

部素材 装置 すり合わ
せ、ブラックボックス化等
のあり方の検討

■大学における太陽電池分
野のカリキュラム、講座の
組成

■施工業者等技術者育成プ
ログラムの充実

「太陽電池関連産業を支える
ハイレベルな技術者、研究
者を輩出」

■事業化・市場化支援
・ビジネスマッチング交流会開

催
・展示会出展支援
・最新業界動向等に係るセミ

ナー

■調査事業
・大学等ポテンシャル・企業連

■諸外国と最適な連携（役
割分担）のあり方の検討

■業界の第一人者等との人
的ネットワークの深化

■東アジア地域（中国、韓国、
台湾等）との間におけるビ
ジネスネットワークの構築

「東アジア地域等の太陽電池
産業に向け、部素材・製造装
置供給のための拠点拡大」

携可能性調査
・海外市場動向等調査

●「Ｓｕｎ2太陽光ネットワーク」
の拡充により関係機関との
情報共有、情報発信機能強
化（助成制度、固定価格買取
制度の周知、先進導入事例
の発信等）
集客 交流エリアへの太陽光

構

■企業立地にかかる支援

●拡充した「Ｓｕｎ2太陽光
ネットワーク」を活用した
太陽光発電の導入促進

・集客・交流エリアへの導
入によるショーケース化

・工場や工業団地等への
導入促進

「国内有数の太陽光発電
普及地域へ」

「住宅のみならず、企業も含
めて太陽光発電の導入を加
速化」

・集客・交流エリアへの太陽光
発電の導入促進

・工場への太陽光発電の導入
促進（工場立地法の緑地等
面積の一部へ充当）

・助成制度を拡充する自治体
の支援

・次世代エネルギーパークの
整備支援

導入促進
・企業向けも含めた助成制
度を拡充する自治体の支
援
・次世代エネルギーパーク
の拡大
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長州産業㈱は、ソニー㈱ほか８社

１団体と共同で、２０年度「次世代
大型有機ＥＬディスプレイ基盤技

術の開発」（グリーンＩＴプロジェク
ト）」（ＮＥＤＯ委託事業：平成20年

度から5年間）に採択決定中国経済産業局

コア企業：ローツェ㈱、長州産業㈱、

㈱アドテックプラズマテクノロジー

ＮＷ補助金
・半導体・ＦＰＤ関連企業の

中国地域太陽電池フォーラム

（平成21年９月設置）

ノウハウ蓄積

中国地域ＦＰＤ懇話会

マーケット情報提供

ニーズ側

新事業

技術開発

マッチング

中国地域FPD懇話会

人材交流

販路開拓

中国地域FPD関連企
業の把握

サポイン

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

半導体 関連 業

新事業（水平）展開支援

・太陽電池関連企業の交流の場

人
材
育
成

研
究
開

事
業
化

FPD関連技術の水平展開へ

FPD懇話会を含めた太陽電池に

特化したネットワーク組織化

太陽電池セルメーカー

素材・部材メーカー

装置・機器メーカー

オブザーバー

大学

金融機関
行政

基盤強化

ネットワーク形成

ノウハウ蓄積

平成21年度以降

備後地域を中心として、中国地域に所在するＦＰＤ関連コア企業間のヨコの連携、セットメーカーとのタテの連携
を図る場として 平成１７年に「中国地域ＦＰＤ懇話会」を発足

半導体・FPDメーカー
ソニー、シャープ、

東芝、日立、

エプソン等

太陽電池メーカー
シャープ、京セラ、

三洋電機、三菱電機、

富士電機ｼｽﾃﾑｽﾞ等

中国地域

FPD関連企業

大学研究者

首都圏・関西

セットメーカーシーズ側

FPD関連企業集積の

アピール

地域ﾊﾟﾈﾙﾒｰｶｰ

装置・機器メーカー

素材・部材ﾒｰｶｰ等

開
発

化
・市
場
化

国内外企業との交流

アジア展開を推進

太陽電池セミナー

真空勉強会

次世代太陽電池製造技術開発

プロジェクトの発掘・育成

を図る場として、平成１７年に「中国地域ＦＰＤ懇話会」を発足。
大手電機メーカーとのマッチングを推進し、斯界のトップレベル技術者を招聘して、地域技術者育成のための講習

会をポリテクカレッジ福山校等において定期的に開催。備後から他地域へ取り組みが拡大。
また、半導体・FPD製造技術の応用が可能で、アジア市場を中心に世界的な急成長が見込まれる「太陽電池」関連

産業分野を重点分野と位置づけ、中国地域ＦＰＤ懇話会を含めた「中国地域太陽電池フォーラム」を中心に太陽電
池関連産業の創出及び海外展開に向けた取り組みを強化。

太陽電池、液晶、半導体のプロセス、装置等の共通要素技術

・Poly-Si技術
・印刷電極技術
・モジュール技術
・化合物薄膜技術

【太陽電池】

単語の解説

■CVD
Chemical Vapor Deposition。化学気相成長。

成膜すべき膜の種類に応じ必要な原料をガス状態
（気相）で供給し、これに各種エネルギーを与えて
化学反応を起こさせ、下地表面での触媒反応を利
用しながら薄膜を堆積する方法。

・微細加工技術
・熱酸化技術
・平坦化技術
多 線技術

・TFT技術
・大型装置技術
・大型ガラス技術
・光学フィルム

・プロセス技術
（CVD、スパッタ、印刷）

・封止技術
・各種材料

・評価・解析技術

・a-Si薄膜・C-Si薄膜
■スパッタ
PVD（物理気相成長）の一種。

真空チャンバー内にウエハと対向して金属やシリ

サイドのターゲットを置き、アルゴンガスを導入する。
ウエハとターゲット間に加えられた高電界によるグ
ロー放電を利用してアルゴンをイオン化し、電界で
加速した高エネルギーアルゴンイオンでターゲット
を叩き、その反跳で飛び出してくるターゲット材原
子をウエハに付着させ成膜する。

■封止
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出所）中田行彦、「産業集積「九州ソーラーセル・アイランドの形成」～液晶、
半導体、太陽電池の産業集積の比較～」、立命館アジア太平洋大学

・多層配線技術
光学フィルム

・バックライト
・露光技術

【半導体】 【FPD】

封
ICチップなどをパッケージに封じること。

樹脂でチップ全体をくるむモールド封止のほか、セ

ラミックやガラスケースでは合金反応を用いた金－
スズ封止、低融点ガラス封止、半田封止など各種
の封止法がある。








































































































































































































